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三大都市圏からみた人口移動

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（平成28年）

地方中枢都市
高次都市機能を有する都市

中小都市
農山漁村

東京圏

名古屋圏

大阪圏

三大都市圏 地方圏
41.4万人

32.9万人

11.3万人

9.2万人

21.0万人

17.4万人

(注1)三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
(注2)地方中枢都市は、政令指定都市のうち三大都市圏に含まれる都市は除く。 1



東京圏からみた人口移動

地方中枢都市

東京圏

名古屋圏

大阪圏

高次都市機能を有する都市
中小都市
農山漁村

三大都市圏 地方圏

27.4万人

4.6万人

8
.1
万
人

5
.9
万
人

3.5万人

20.7万人

(注1)三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
(注2)地方中枢都市は、政令指定都市のうち三大都市圏に含まれる都市は除く。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（平成28年）
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名古屋圏からみた人口移動

地方中枢都市

東京圏

名古屋圏

大阪圏

高次都市機能を有する都市
中小都市
農山漁村

三大都市圏 地方圏

4.7万人

4.0万人

1.4万人

1.3万人

4.6万人3.5万人

2.3万人2.3万人

(注1)三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
(注2)地方中枢都市は、政令指定都市のうち三大都市圏に含まれる都市は除く。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（平成28年）
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大阪圏からみた人口移動

地方中枢都市

東京圏

名古屋圏

大阪圏

高次都市機能を有する都市
中小都市
農山漁村

三大都市圏 地方圏

2.3万人2.3万人

8
.1
万
人

5
.9
万
人

9.3万人

8.2万人

(注1)三大都市圏は、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）
(注2)地方中枢都市は、政令指定都市のうち三大都市圏に含まれる都市は除く。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（平成28年）
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【圏域別（地方圏）】転入超過累積数上位10（1/4）

（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）
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北海道 東北圏

90 32 

ニセコ町 豊浦町

七飯町

483

札幌市 千歳市

42,422

251

東神楽町 東川町

西興部村

927 335

70

幕別町

376

鶴居村

27

盛岡市 滝沢市

1,843 847

21,601 

4,155 3,228 2,544 1,062 1,011 708 

仙台市 名取市 富谷町 大和町 利府町 東根市 美里町

新潟市

2,013

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。

：政令指定都市 ：政令指定都市



5,516 2,711 1,163 565 

岡山市 倉敷市 総社市 赤磐市

【圏域別（地方圏）】転入超過累積数上位10（2/4）
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北陸圏 中国圏

富山市 砺波市 黒部市 舟橋村

-46 -49

金沢市 野々市市 能美市 かほく市 川北町

3,479
-7

2,587
143 126

-6752

下松市 防府市

612 206

広島市 府中町

717 103

出雲市

866

海士町

97

鯖江市

437

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。

：政令指定都市

（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）



大分市

【圏域別（地方圏）】転入超過累積数上位10（3/4）
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四国圏 九州圏

642 304 162 

丸亀市 高松市 宇多津町

640 632 135 

藍住町 北島町 石井町

松山市
408

檮原町

54

香南市 芸西村

189

1,350

39,041 

4,999 4,619 2,004 1,848 

福岡市 新宮町 福津市 鳥栖市 春日市

2,694 1,885 1,380 

合志市 菊陽町 大津町

48

姶良市

1,455

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。

：政令指定都市

（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）



【圏域別（地方圏）】転入超過累積数上位10（4/4）

8

沖縄県

1,903 1,807 1,543 1,382 1,149 294 163 152 85 

竹富町

138

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。
（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）



【圏域別（三大都市圏）】転入超過累積数上位10（1/2）
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首都圏

27,261 

6,619 6,392 6,117 

さいたま市 越谷市 戸田市 川越市

流山市 船橋市

7,453 6,600

7,310 

川崎市 藤沢市 横浜市

27,373

10,023

特別区

268,560

特別区

24,011 20,496 19,214 15,561 15,541 14,723 14,310 14,076 13,705 12,733 

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。
（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）



【圏域別（三大都市圏）】転入超過累積数上位10（2/2）
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近畿圏

※国土形成計画法及び国土形成計画法施行令に基づく圏域。
※ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年）より、過去５年間の転入超過累積数を算出し、圏域内上位

10市町村を表示。集計にあたっては、「日本人住民」を対象としている。

46,562 

10,566 
5,274 5,051 

大阪市 吹田市 豊中市 箕面市

4,853 4,042 2,774 2,737 2,407 

草津市 京都市 京田辺市 木津川市 大津市

神戸市

4,120

中部圏

藤枝市

2,975

岡崎市 幸田町

2,015 1,195

18,067 

4,028 2,699 2,641 2,027 1,741 1,574 

名古屋市 長久手市 日進市 常滑市 東海市 阿久比町 大府市

（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（平成24年～平成28年，総務省）、国土数値情報・行政区域（平成29年，国土交通省）



【年代別】都市住民の農山漁村への定住願望の経年比較（H17-26）

≪調査概要≫
都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査（平成17年11月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,746人

農山漁村に関する世論調査（平成26年6月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,880人
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0.4%
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0.5%

1.0%
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Ｑ．農山漁村地域に定住してみたいという願望があるか。（択一）
（居住地域に関する認識について「都市地域」、「どちらかというと都市地域」と答えた者）

（253人）

8.8%

8.9%

22.8%

11.7%

29.6%

13.9%

35.7%

62.1%

2.4%

3.0%

0.9%

0.4%

H26

H17

総
数

ア）ある イ）どちらかというとある ウ）どちらかというとない エ）ない どちらともいえない わからない

（164人）

（246人）

（215人）

（206人）

（200人）

（214人）

（138人）

（153人）

（159人）

（75人）

（99人）

（1,147人）

（975人）
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平成17年調査結果と平成26年調査結果を比較すると、「ある（「ある」＋「どちらかというとある」）」（20.6％→31.6％）とす
る者の割合が上昇し，「ない（「どちらかというとない」＋「ない」）」（76.0％→65.3％）とする者の割合が低下している。



68.0%

61.6%

47.2%
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41.3%
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30.3%

8.5%

4.5%

2.0%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

医療機関（施設）の存在

医療機関（施設）の整備

生活が維持できる仕事があること

就業に関する情報を入手できること

農山漁村地域の居住に必要な家屋，土地を安く購入できること

農山漁村地域の居住に必要な家屋，土地を安く入手できること

居住地の決定に必要な情報全般を入手できること

生活していく上で必要な交通手段の確保

農山漁村地域に移動するための交通手段の整備

家族の理解・同意

介護施設，福祉施設の存在

買い物，娯楽などの生活施設の存在

農山漁村地域の居住に必要な家屋，土地を安く借りられること

希望者が何かと相談できるサポート体制

農山漁村地域の魅力がわかるような情報に接すること

保育所等，就学前の子育てを助ける施設の存在

子どもの教育施設の存在

居住地を決定する前の体験ツアーのようなお試し滞在体験

空き家などの仲介・あっせん

近所の干渉がなくプライバシーが保てる環境

その他

特にない

わからない

H26
H17

【項目別】都市住民の農山漁村への定住願望の経年比較（H17-26）

≪調査概要≫
都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査（平成17年11月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,746人

農山漁村に関する世論調査（平成26年6月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,880人

Ｑ．農山漁村地域に定住する願望を実現するには，どのようなことが必要だと思うか。（複数選択可）

（農山漁村地域への定住願望（前頁）について「ある」、「どちらかというとある」と答えた者）

（362人）
（201人）
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【年代別】農業・農村の維持活動に対する意識の経年比較（H20-26）

≪調査概要≫
食料・農業・農村の役割に関する世論調査（平成20年9月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の者、（標本数）5,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成20年9月11日〜 9月28日
4. 有効回収数：3,144人

農山漁村に関する世論調査（平成26年6月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,880人

Ｑ．農業の停滞や過疎化・高齢化などにより活力が低下した農村地域に対して，どのように関わりたいか。（択一）
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（394人）

（533人）

（426人）

（685人）

（341人）

（705人）

（341人）

（536人）

（246人）

（425人）

（132人）

（260人）

（1,880人）

（3,144人）

平成20年調査結果と平成26年調査結果を比較すると、「機会があれば農作業などに協力したい」（60.8％→54.5％）と答
えた者の割合が低下し、「協力したいとは思わない」（12.9％→20.1％）と答えた者の割合が上昇している。

18.3%

19.0%

54.5%

60.8%

20.1%

12.9%

0.6%

2.3%

6.5%

5.0%

H26

H20

総
数

ア）積極的に農作業などに協力したい イ）機会があれば農作業などに協力したい ウ）協力したいとは思わない その他 わからない



18.3%

19.0%

54.5%

60.8%

20.1%

12.9%

0.6%

2.3%

6.5%

5.0%

H26

H20

総
数

【年代別・男女別】農業・農村の維持活動に対する意識の経年比較（H20-26）
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24.3%

25.4%

21.5%

23.4%

20.1%

19.0%

20.6%

18.9%

15.7%

17.5%

22.9%

13.4%

38.6%

46.1%

48.4%

55.0%

52.2%

61.7%

54.5%

56.8%

58.8%

63.9%

60.0%

64.7%

28.6%

17.2%

23.3%

15.6%

22.0%

14.3%

22.4%

18.9%

23.5%

15.3%

17.1%

19.3%

1.6%

3.1%

0.0%

1.5%

0.0%

1.5%

0.0%

1.4%

0.0%

2.2%

0.0%

0.8%

6.9%

8.2%

6.8%

4.5%

5.7%

3.5%

2.4%

4.1%

2.0%

1.1%

0.0%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

７
０
歳
以
上
６
０
～
６
９
歳
５
０
～
５
９
歳
４
０
～
４
９
歳
３
０
～
３
９
歳
２
０
～
２
９
歳

（256人）

（904人）

（189人）

（219人）

（333人）

（159人）

（342人）

（165人）

（222人）

（102人）

（183人）

（70人）

（119人）

≪調査概要≫
食料・農業・農村の役割に関する世論調査（平成20年9月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の者、（標本数）5,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成20年9月11日〜 9月28日
4. 有効回収数：3,144人

農山漁村に関する世論調査（平成26年6月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）3,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取
3. 調査期間：平成17年11月24日〜 12月4日
4. 有効回収数：1,880人

年代・男女別に平成20年調査結果と平成26年調査結果を比較すると、男性は20代、女性は60代において「積極的に農作業
などに協力したい」と答えた人の割合が増加している。

15.7%

17.8%

58.4%

63.9%

16.9%

9.9%

0.9%

2.7%

8.1%

5.7%

H26

H20

総
数

17.6%

20.9%

21.7%

20.7%

14.8%

23.1%

13.1%

14.3%

11.8%

11.2%

8.1%

9.2%

38.5%

44.4%

55.6%

54.8%

61.0%

62.3%

68.2%

76.1%

68.8%

78.1%

74.2%

77.3%

22.9%

11.2%

13.0%

12.5%

15.9%

10.2%

16.5%

7.3%

16.7%

8.3%

14.5%

9.2%

3.4%

6.5%

1.0%

4.5%

0.0%

1.9%

0.0%

0.6%

0.0%

0.4%

0.0%

1.4%

17.6%

17.0%
8.7%

7.4%

8.2%

2.5%

2.3%

1.6%

2.8%

2.1%

3.2%

2.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

H26

H20

７
０
歳
以
上
６
０
～
６
９
歳
５
０
～
５
９
歳
４
０
～
４
９
歳
３
０
～
３
９
歳
２
０
～
２
９
歳

（277人）

（976人）

（205人）

（207人）

（352人）

（182人）

（363人）

（176人）

（314人）

（144人）

（242人）

（62人）

（141人）

ア）積極的に農作業などに協力したい イ）機会があれば農作業などに協力したい ウ）協力したいとは思わない その他 わからない

男
性
総
数

（1,455人）

女
性
総
数

（1,689人）

男
性
年
代
別

女
性
年
代
別

Ｑ．農業の停滞や過疎化・高齢化などにより活力が低下した農村地域に対して，どのように関わりたいか。（択一）



26.4%

16.7%

23.0%

23.1%

34.3%

27.9%

11.9%

10.8%

7.9%

12.7%

8.8%

16.2%

5.7%

10.8%

15.8%

15.7%

16.7%

22.1%

17.1%

23.0%

22.3%

17.9%

18.6%

16.2%

32.6%

34.3%

26.6%

26.9%

19.6%

5.9%

0.5%

1.0%

1.4%

2.2%

1.0%

8.8%

5.7%

3.4%

2.9%

1.5%

1.0%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

７０歳以上

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

【年代別・男女別】居住を希望する地域

Ｑ．どのようなところに住みたいと思うか。（択一）
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（193人）

≪調査概要≫
国土形成計画の推進に関する世論調査（平成27年8月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）5,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取

3. 調査期間：平成27年8月20日〜 8月30日
4. 有効回収数：1,758人

24.5% 11.8% 12.7% 18.9% 26.2% 2.2%3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

ア）三大都市圏の主な都市 イ）三大都市圏の（ア）以外の市町村 ウ）地方都市（人口約百万人以上の都市） エ）地方都市（（ウ）以外）

オ）地方圏の（ウ），（エ）以外の市町村 カ）海外 わからない

24.0% 11.1% 12.9% 19.6% 27.4% 1.8%
3.2%

男性 24.8% 12.5% 12.5% 18.3% 25.2% 2.6%
4.0%

女性

28.8%

16.8%

21.2%

30.1%

25.6%

30.3%

8.7%

13.3%

15.2%

12.0%

12.0%

18.2%

5.3%

10.7%

8.5%

20.5%

19.7%

18.2%

18.8%

18.9%

23.0%

13.3%

17.1%

18.2%

29.8%

34.7%

24.8%

19.9%

19.7%

6.1%

0.5%

1.5%

3.6%

3.0%

3.4%

7.6%

8.2%

4.1%

3.6%

1.2%

2.6%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

７０歳以上

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

（204人）

（139人）

（134人）

（102人）

（68人）

（1,758人）

（208人）

（196人）

（165人）

（166人）

（117人）

（66人）

※ウ）地方都市（人口約百万人以上の都市）：札幌市、仙台市、広島市、福岡市、北九州市、エ）地方都市（（ウ）以外）：県庁所在市及び人口20万人以上の市

居住を希望する地域について、男女共に60代、70代において「地方圏の市町村」と答えた人の割合が高い。

男性年代別 女性年代別

男性
総数

（840人）

女性
総数

（918人）



【年代別・男女別】地域生活で重視する考え方（自助・共助・公助）

Ｑ．地域において住民が生活を営んでいく上で、主に自助、共助、公助という３つの考え方があるが、
本格的な人口減少・高齢化時代を迎え、財政的な制約も厳しくなっていく中で、どの考え方を最も重視するか。（択一）

16≪調査概要≫
国土形成計画の推進に関する世論調査（平成27年8月，内閣府）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者、（標本数）5,000人
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取

3. 調査期間：平成27年8月20日〜 8月30日
4. 有効回収数：1,758人

18.3% 46.2% 30.4% 4.3%
0.8%

男性

18.1%

22.1%

20.9%

11.9%

17.6%

16.2%

42.5%

48.0%

42.4%

50.0%

46.1%

51.5%

32.1%

24.5%

31.7%

35.1%

32.4%

27.9%

4.1%

4.9%

5.0%

3.0%

3.9%

4.4%

3.1%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

７０歳以上

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

14.5% 43.8% 36.2% 3.6%
2.0%

女性

16.3%

16.8%

15.2%

11.4%

12.0%

12.1%

42.3%

44.9%

43.0%

41.6%

43.6%

53.0%

32.2%

31.6%

38.8%

43.4%

41.0%

28.8%

3.8%

4.1%

2.4%

3.6%

2.6%

6.1%

5.3%

2.6%

0.6%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

７０歳以上

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

（193人）

（204人）

（139人）

（134人）

（102人）

（68人）

（1,758人）

（208人）

（196人）

（165人）

（166人）

（117人）

（66人）

16.3% 44.9% 33.4% 3.9%
1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

総数

ア）個人が自立して営むべき（自助） イ）住民が協力しあって営むべき（共助） ウ）行政が中心で支えるべき（公助） 一概にいえない わからない

地域生活で重視する考え方について、「個人が自立して営んでいくべき（自助）」と答えた者の割合は男性で、「行政が中
心となって支えるべき（公助）」と答えた者の割合は女性で、それぞれ高くなっている。

男性
総数
（840人）

女性
総数

（918人）

男性年代別 女性年代別



経済の芽を育てる中小都市の活性化の具体事例【島根県江津市】

島根県江津市では、2006年度から「守りの定住対策」を展開。田舎暮らし志向の都市住民
を移住させる仕組みづくりに着手。

リーマンショック後、働き場をつくり出すことができる人材を誘致するため、2010年度から
「攻めの定住対策」に取り組む。

「空き家」は紹介できても
働くところ「仕事」が紹介
できない

企業誘致＋起業人材誘致
「攻めの定住対策」

Go-Con審査の様子

成 果

中間支援組織（ＮＰＯてごねっと石
見）の発足

新しいビジネスの創出

空き店舗を活用した起業の促進

起業家支援コンソーシアムの結成
（江津市、ＮＰＯ法人、商工会議所、商工会、金融）

中心市街地活性化やキャリア教育
の担い手

ＮＰＯ法人⇒中心市街地整備推進機構

都市住民を移住誘致
「守りの定住対策」

出典：「第１回中心市街地の活性化に関する連続講演会」（平成29年9月，内閣府）資料をもとに国土政策局作成
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出典：WILLER株式会社提供資料をもとに国土政策局作成

レストランバスを活用した取組み事例

WILLER株式会社は、地域の食プレーヤー（シェフ、生産者など）のネットワーク形 成、
地域の食・観光素材の商品化促進、食文化のブランディング、地域ビジネスを起こす
「ツール」としてレストランバスを提供。

コースの企画・立案は地元で行い、地域のコンテンツの拡大が見込まれる。

地域のシェフなどが参加。食の交流・文化を提供できる料理人を育成。

２階の客室空間
（運行の様子）

１階の厨房設備
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採れたての野菜を
その場で食べる



京浜港

羽田空港

茨城港

成田国際空港

清水港

北関東道

• 圏央道

中
部
横

断
道

高萩市など
茨城県北

日光・那須
高原など

上毛
高原
など

軽井沢
周辺

八ヶ岳
周辺

伊豆
熱海
周辺

館山など
南房総

東京から概ね１時間圏域における新たな暮らし方（ライフスタイル）の実現

関東大環状軸
（二地域居住・定住圏リング）

<現状>
豊かな自然に恵まれ都心部との
アクセスも他圏域に比べて有利
な為、一部では別荘・リゾートマ
ンション等の開発が進められて
きた首都圏の奥座敷的な地域。

<目指す方向>
田園地域、別荘
地等において、
インターネットの
活用（ショッピン
グ・在宅勤務・サ
テライトオフィス）
等による豊かで
ゆとりのあるライ
フスタイル。

出典：国土交通省HP

出典：「第２０回国土審議会」（平成29年6月，国土交通省）資料をもとに国土政策局作成
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●ICT（遠隔学習・ネットショッピング・遠隔医療など）を積極的に活用して基本的な生活サービスを確保し、豊かな自然環境の中で多様
な食、文化、スポーツ等を楽しむ質の高いワーク・ライフスタイルを推進。
⇒二地域居住や定住（ＵＪＩターン等）により、空き家屋、利用されていない別荘や保養施設等、不動産の流動化、再活用を促進。

【関東大環状】

テレワーク コワーキングスペース

出典：富士見町HP出典：宮島工務店ＨＰ

• テレワークによる通勤時間の有効活用、地
方生活を満喫しながら仕事をし、職住近接
により子育て・介護と仕事を両立。

• 働き方改革と合わせて、ハード・ソフト両面の
支援策。

企業向け賃貸オフィス

二地域居住（近居・同居）
• 現役で働く30～40代のビジネスパーソンが子育て・介護のため出身

地などに、また、趣味・地方への憧れにより好みの地方に、1/2居
住。

• 就労支援や空家活用などの住宅支援。

出典：COOL CHOICE ウェブサイト

新幹線通勤
• 豊かな自然環境の中で暮らし、

勤労者は高速交通機能（新幹
線）を利用し、東京で働く。

（リニア整備による「のぞみ減便」に
伴うひかり・こだまの増便、大宮始発
着による東北・上越新幹線増便や、
フレックスタイムの普及を想定。） 出典：栃木県移住・定住促進サイト

定住（起業）
• 定年退職後、スタッフ的な仕事を在

宅勤務やサテライトオフィスでこなしな
がら、豊かな環境の下での老後生
活。

• 東京等でのビジネス経験と地元での
新しい仲間やローカルな資源を活か
して、起業。その地域ならではの新し
い仕事にチャレンジ。

• 各種の環境整備や支援策。
出典：綾部ローカルビジネス研究所HP

起業のための勉強会

在宅勤務

出典：株式会社waja ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｲﾄ

出典：Fast&Slow / PIXTA

関東大環状軸（二地域居住・定住圏リング）



出典：智頭町役場企画課ホームページ（http://www1.town.chizu.tottori.jp/sokaihoken/index.html）より国土政策局が作成

疎開保険【鳥取県智頭町の事例】

地震・噴火・津波等を原因とする災害救助法が発令された地域の加入者に智頭町内およ
び近隣町村提携施設の宿泊場所の確保・提供。

加入者特典として、智頭町の米や野菜などの特産品の詰め合わせを提供。

「疎開保険」とは、いわば「智頭町が独自に企画した災害支援を切り口とする地域間交
流、物流による地域おこし」。

地震・噴火・津波などの
災害発生

智頭町で生活できる
1日3食7日分の
場所と食事を確保

災害が無く智頭町に疎開しなかった
場合、加入者特典として智頭町のお
米や野菜などの特産品を年1回提供。

1人コース
10,000円／年

ファミリー2人コース
15,000円／年

ファミリー3〜4人コース
20,000円／年

加入料金
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6kh3x78n6sjp
タイプライターテキスト
（出典）「第二次国土形成計画（全国計画）」（平成27年８月閣議決定，国土交通省）
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（出典）「第二次国土形成計画（全国計画）」（平成27年８月閣議決定，国土交通省）



